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○砺波市水道事業給水条例

平成１６年１１月１日

条例第１６５号

改正 平成１９年３月２２日条例第１１号

平成２１年３月２３日条例第１２号

平成２１年９月１８日条例第２７号

平成２４年６月２６日条例第２６号

平成２５年３月２６日条例第１６号

平成２６年３月２０日条例第１８号

令和元年１２月１９日条例第１８号
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附則

第１章 総則

（趣旨）

第１条 この条例は、水道法（昭和３２年法律第１７７号。以下「法」という。）その

他法令の定めがあるもののほか、砺波市水道事業の給水について、料金及び給水装置

工事の費用負担その他の供給条件並びに給水の適正を保持するために必要な事項を定

めるものとする。

（給水区域）

第２条 給水区域は、砺波市水道事業及び工業用水道事業の設置等に関する条例（平成

１６年砺波市条例第１６３号）第３条第２項第１号に定める区域とする。

（定義）
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第３条 この条例において「給水装置」とは、給水のために配水管から分岐して設けら

れた給水管及びこれに直結する給水用具又は他の給水管から分岐して設けられた給水

管及びこれに直結する給水用具をいう。

２ この条例において「給水装置工事」とは、給水装置の新設、改造、修繕（法第１６

条の２第３項の厚生労働省令で定める給水装置の軽微な変更を除く。）又は撤去その

他一切の工事をいう。

３ この条例において「臨時用」とは、用途の如何を問わず６箇月以内の期間を定めて

短期間使用するものをいう。

（給水装置の種類）

第４条 給水装置は、次の２種類とする。

(１) 専用給水装置 １世帯（戸）又は１箇所で専用するもの

(２) 私設消火栓 消防用に使用する私設のもの

第２章 給水装置工事及び費用

（給水装置工事の申込み）

第５条 給水装置工事をしようとする者は、市長の定めるところにより、あらかじめ市

長に申し込み、その承認を受けなければならない。

２ 前項の申込みの際、市長が必要と認めるときは、利害関係人の同意書又はこれに代

わる書類の提出を求めることができる。

（加入金）

第６条 前条の工事申込みで、新設工事をしようとする者にあっては別表第１に掲げる

区分の額に消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に定める消費税の税率を乗じて得

た額及びその額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に定める地方消費税の税率

を乗じて得た額を合算した額（以下「消費税相当額」という。）を加えた額を申込み

の際加入金として前納しなければならない。

２ 前条の工事申込みで、現に取り付けてある水道メーター（以下「メーター」という。）

の口径を超えるメーターに変更しようとする者にあっては、申込みの際加入金として、

別表第１に定める区分により変更しようとするメーターに対応する加入金の額から、

現に取り付けてあるメーターに対応する加入金の額を差し引いた額に消費税相当額を

加えた額を前納しなければならない。

３ 前２項によって納付した加入金は、特別の理由のない限り還付しない。

４ 第１項及び第２項の規定は、臨時用のものについては適用しない。
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（給水装置工事等の費用負担）

第７条 給水装置工事に要する費用は、当該給水装置工事の申込者の負担とする。ただ

し、市長が特に必要があると認めたものについては、市においてその費用を負担する

ことができる。

２ 給水及び防火のため配水管の布設をしていない箇所に特に配水管並びに消火栓（以

下「配水管等」という。）の布設を請求する場合は、配水管等の布設に要する工事費

の全額又は一部を請求者の負担とし、工事完成後は布設した配水管等は市に帰属する。

（給水装置工事の施行）

第８条 給水装置工事は、市長又は市長が法第１６条の２第１項の規定に基づき指定を

した者（以下「指定給水装置工事事業者」という。）が施行する。

２ 前項の規定により、指定給水装置工事事業者が給水装置工事を施行する場合は、あ

らかじめ市長の設計審査（使用材料の確認を含む。）を受け、かつ、工事竣工後直ち

に市長へ届け出て工事検査を受けなければならない。

３ 前項の審査及び検査に要する費用は、検査を受ける者の負担とする。

４ 指定給水装置工事事業者に関し必要な事項は、別に市長が定める。

（給水管及び給水用具の指定）

第９条 市長は、災害等による給水装置の損傷を防止するとともに、給水装置の損傷の

復旧を迅速かつ適切に行えるようにするため必要があると認めるときは、配水管への

取付口からメーターまでの間の給水装置に用いようとする給水管及び給水用具につい

て、その構造及び材質を指定することができる。

２ 市長は、指定給水装置工事事業者に対し、配水管に給水管を取り付ける工事及び当

該取付口からメーターまでの工事に関する工法、工期その他工事上の条件を指示する

ことができる。

３ 第１項の規定による指定の権限は、法第１６条の規定に基づく給水契約の申込みの

拒否又は給水の停止のために認められたものと解釈してはならない。

（工事費の算出方法）

第１０条 市長が施行する給水装置工事の工事費は、次に掲げる費用の合計額とする。

(１) 材料費

(２) 運搬費

(３) 労力費

(４) 道路復旧費
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(５) 工事監督費

(６) 設計費

(７) 間接経費

２ 前項各号に定めるもののほか、特別の費用を必要とするときは、その費用を加算す

る。

３ 前２項に規定する工事費の算出に関して必要な事項は、別に市長が定める。

（工事費の予納）

第１１条 第７条第２項の配水管等の布設を請求する者又は第８条第１項の市長が施行

する給水装置工事を申し込む者は、設計によって算出した工事費の概算額を予納しな

ければならない。ただし、市長がその必要がないと認めた工事については、この限り

でない。

２ 前項の工事費の概算額は、工事竣工後に精算する。

（給水装置の変更の工事）

第１２条 市長は、配水管の移転その他特別の理由によって給水装置に変更を加える工

事を必要とするときは、当該給水装置の所有者又は使用者の同意がなくても、当該工

事を施行することができる。

２ 前項の費用は、工事を必要とした者の負担とする。ただし、市長が別に負担割合を

定めた場合、又は市の費用で施行することを適当と認めたものについては、この限り

でない。

（公道下の給水装置の所有権）

第１３条 給水装置の工事完成後、公道地下に布設された給水装置の所有権は、市に帰

属する。

第２章の２ 布設工事監督者等の配置及び資格基準

（布設工事監督者を配置する工事）

第１３条の２ 法第１２条第１項に規定する条例で定める水道の布設工事は、同第３条

第１０項に規定する水道施設の新設又は次の各号に掲げる水道施設の増設又は改造の

工事とする。

(１) １日最大給水量、水源の種別、取水地点又は浄水方法の変更に係る工事

(２) 沈でん池、濾過池、浄水池、消毒設備又は配水池の新設、増設又は大規模改造

に係る工事

（布設工事監督者の資格）
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第１３条の３ 法第１２条第２項に規定する条例で定める資格は、次のとおりとする。

(１) 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による大学（短期大学を除く。以下同

じ。）の土木工学科若しくはこれに相当する課程において衛生工学若しくは水道工

学に関する学科目を修めて卒業した後、又は旧大学令（大正７年勅令第３８８号）

による大学において土木工学科若しくはこれに相当する課程を修めて卒業した後、

２年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

(２) 学校教育法による大学の土木工学科又はこれに相当する課程において衛生工学

及び水道工学に関する学科目以外の学科目を修めて卒業した後、３年以上水道に関

する技術上の実務に従事した経験を有する者

(３) 学校教育法による短期大学（同法による専門職大学の前期課程を含む。）若し

くは高等専門学校又は旧専門学校令（明治３６年勅令第６１号）による専門学校に

おいて土木科又はこれに相当する課程を修めて卒業した後（同法による専門職大学

の前期課程にあっては、修了した後）、５年以上水道に関する技術上の実務に従事

した経験を有する者

(４) 学校教育法による高等学校若しくは中等教育学校又は旧中等学校令（昭和１８

年勅令第３６号）による中等学校において土木科又はこれに相当する課程を修めて

卒業した後、７年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

(５) １０年以上水道の工事に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

(６) 前各号に掲げる者と同等以上の技能を有すると認められる次に掲げる者

ア 第１号又は第２号の卒業者であって学校教育法による大学院研究科において１

年以上衛生工学若しくは水道工学に関する課程を専攻した後、又は大学の専攻科

において衛生工学若しくは水道工学に関する専攻を修了した後、第１号の卒業者

にあっては１年以上、第２号の卒業者にあっては２年以上水道に関する技術上の

実務に従事した経験を有する者

イ 外国の学校において、第１号若しくは第２号に規定する課程及び学科目又は第

３号若しくは第４号に規定する課程に相当する課程又は学科目を、それぞれ当該

各号に規定する学校において修得する程度と同等以上に修得した後、それぞれ当

該各号に規定する最低経験年数以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を

有する者

（水道技術管理者の資格）

第１３条の４ 法第１９条第３項に規定する条例で定める資格は、次のとおりとする。
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(１) 前条の規定により水道の布設工事監督者たる資格を有する者

(２) 前条第１号、第３号及び第４号に規定する学校において土木工学以外の工学、

理学、農学、医学若しくは薬学に関する学科目又はこれらに相当する学科目を修め

て卒業した後（学校教育法による専門職大学の前期課程にあっては、修了した後）、

同条第１号に規定する学校を卒業した者については４年以上、同条第３号に規定す

る学校を卒業した者（同法による専門職大学の前期課程にあっては、修了した者）

については６年以上、同条第４号に規定する学校を卒業した者については８年以上

水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

(３) １０年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

(４) 前２号に掲げる者と同等以上の技能を有すると認められる次に掲げる者

ア 前条第１号、第３号及び第４号に規定する学校において、工学、理学、農学、

医学及び薬学に関する学科目並びにこれらに相当する学科目以外の学科目を修め

て卒業した後（学校教育法による専門職大学の前期課程にあっては、修了した後）、

同条第１号に規定する学校の卒業者については５年以上、同条第３号に規定する

学校の卒業者（同法による専門職大学の前期課程にあっては、修了者）について

は７年以上、同条第４号に規定する学校の卒業者については９年以上水道に関す

る技術上の実務に従事した経験を有する者

イ 外国の学校において、第２号に規定する学科目又はアに規定する学科目に相当

する学科目を、それぞれ当該各号に規定する学校において修得する程度と同等以

上に修得した後、それぞれ当該各号の卒業者ごとに規定する最低経験年数以上水

道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

ウ 厚生労働大臣の登録を受けた者が行う水道の管理に関する講習の課程を修了し

た者

第３章 給水

（給水の原則）

第１４条 市長は、非常災害、水道施設の損傷その他公益上やむを得ない事情及び法令

又はこの条例の規定による場合のほか、給水を制限し、又は停止することができない。

２ 前項の規定により給水を制限し、又は停止しようとするときは、その日時及び区域

を定めて、その都度これを予告する。ただし、緊急やむを得ない場合は、この限りで

ない。
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３ 第１項の規定による、給水の制限又は停止のため所有者又は使用者に損害を生ずる

ことがあっても、市はその責めを負わない。

（給水の申込み）

第１５条 水道を使用しようとする者は、市長が定めるところにより、あらかじめ、市

長に申し込み、その承認を受けなければならない。

（給水装置の所有者の代理人）

第１６条 給水装置の所有者が市内に居住しないとき、又は市長が必要があると認めた

ときは、給水装置の所有者は、この条例に定める事項を処理させるため、市内に居住

する代理人を定め、市長に届け出なければならない。代理人に異動があったときも同

様とする。

（管理人の選定）

第１７条 次の各号のいずれかに該当する者は、水道の使用に関する事項を処理させる

ため、管理人を選定し、市長に届け出なければならない。

(１) 給水装置を共有する者

(２) 給水装置を共用する者

(３) 前２号に掲げる者のほか、市長が必要があると認めた者

２ 市長は、前項の管理人を不適当と認めたときは、変更させることができる。

（給水の計量等）

第１８条 給水量は、市のメーターにより計量する。ただし、市長が、その必要がない

と認めたときは、この限りでない。

２ 次の各号のいずれかに該当する場合は、市長は使用水量又はその用途を認定する。

(１) メーターに異状があったとき。

(２) 使用水量が不明のとき。

(３) 用途の変更の届出をしなかったとき。

（メーターの設置）

第１９条 メーターは、市が給水装置に設置し、その位置は市長が定める。

２ 市長は、特に必要があると認めたときは、受水槽以降の給水装置に、市のメーター

を設置することができる。

（メーターの保管）

第２０条 メーターは、水道の使用者又は管理人若しくは給水装置の所有者（以下「水

道使用者等」という。）が、善良な管理者の注意をもって保管しなければならない。
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２ 水道使用者等が、前項の管理義務を怠ったためにメーターを亡失し、又は損傷した

場合は、その損害額を弁償しなければならない。

（水道の使用開始、中止、変更等の届出）

第２１条 水道使用者等は、次の各号のいずれかに該当するときは、あらかじめ市長に

届け出なければならない。

(１) 給水装置の使用を開始し、又は中止するとき。

(２) 用途を変更するとき。

(３) 消防演習に私設消火栓を使用するとき。

(４) 臨時用に使用するとき。

２ 水道使用者等は、次の各号のいずれかに該当するときは、速やかに、市長に届け出

なければならない。

(１) 水道の使用者の氏名又は住所に変更があったとき。

(２) 給水装置の所有者に変更があったとき。

(３) 消防用として水道を使用したとき。

(４) 管理人に変更があったとき、又はその住所に変更があったとき。

（私設消火栓の使用）

第２２条 私設消火栓は、消防又は消防演習の場合のほか使用してはならない。

２ 私設消火栓を消防演習に使用するときは、市長の指定する職員の立会いを受けなけ

ればならない。

（水道使用者等の管理上の責任）

第２３条 水道使用者等は善良な管理者の注意をもって、水道水が汚染し、又は漏水し

ないよう給水装置を管理し、水質又は給水装置に異状があるときは、直ちに市長に届

け出なければならない。

２ 前項の場合において、修繕を必要とするときは、その修繕に要する費用は、水道使

用者等の負担とする。ただし、市長が必要があると認めたときは、この限りでない。

３ 第１項の管理義務を怠ったために生じた損害は、水道使用者等の責任とする。

（給水装置及び水質の検査）

第２４条 市長は、給水装置又は水質について、水道使用者等から請求があったときは、

検査を行い、その結果を請求者に通知しなければならない。

２ 前項の検査において、特別の費用を要したときは、その実費額を徴収する。

第４章 貯水槽水道
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（貯水槽水道の設置者に対する指導等）

第２５条 市長は、貯水槽水道（法第１４条第２項第５号に定める貯水槽水道をいう。

以下同じ。）の管理に関し必要があると認めるときは、貯水槽水道の設置者に対し、

指導、助言及び勧告を行うことができるものとする。

２ 市長は、貯水槽水道の利用者に対し、貯水槽水道の管理等に関する情報提供を行う

ものとする。

（貯水槽水道の管理責任等）

第２６条 貯水槽水道のうち簡易専用水道（法第３条第７項に定める簡易専用水道をい

う。次項において同じ。）の設置者は、法第３４条の２の定めるところにより、当該

簡易専用水道を管理し、及びその管理の状況に関する検査を受けなければならない。

２ 前項に定める簡易専用水道以外の貯水槽水道の設置者は、別に定めるところにより、

当該貯水槽水道を管理し、及びその管理の状況に関する検査を行うよう努めなければ

ならない。

第５章 料金及び手数料

（料金支払義務）

第２７条 水道料金（以下「料金」という。）は、水道の使用者又は管理人から徴収す

る。

（料金）

第２８条 料金は、１月につき、別表第２に掲げる区分により算定した額に消費税相当

額を加えた額（１円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てた額。以下同じ。）

とする。

（料金の算定）

第２９条 料金は、毎月又は隔月の定例日（市長があらかじめ料金算定の基準日として

定めた日をいう。）にメーターの検針を行い、次の区分により算定する。ただし、や

むを得ない理由があるときは、市長は定例日以外の日にメーターの検針を行うことが

できる。

(１) 毎月検針を行う場合は、その日の属する月分として料金を算定する。

(２) 隔月検針を行う場合は、その日の属する月の前月分及びその日の属する月分と

して料金を算定する。この場合における使用水量は、各月均等であったものとみな

す。

（特別な場合における料金の算定）
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第３０条 月の中途に水道の使用を開始し、中止し、又は廃止した場合に徴収する料金

の算定は、次の各号に定めるところによる。

(１) 使用日数が１５日以内のとき 基本料金の２分の１と水量料金を合算した額

(２) 使用日数が１５日を超えるとき 基本料金と水量料金を合算した額

２ 月の中途においてメーターの口径を変更した場合は、変更後の口径の料金を適用す

る。

（臨時使用の場合の概算料金の前納）

第３１条 工事その他の理由により、一時的に水道を使用する者は、水道の使用の申込

みの際、市長が定める概算料金を前納しなければならない。ただし、市長がその必要

がないと認めたときは、この限りでない。

２ 前項の概算料金は、使用中止の届出のあったとき精算する。

（料金の徴収方法）

第３２条 料金は、納入通知書又は口座振替の方法により毎月又は隔月徴収する。ただ

し、市長が必要があると認めたときは、この限りでない。

（手数料）

第３３条 手数料は、次の区分により、申込者から申込みの際、これを徴収する。ただ

し、市長が特別の理由があると認めた申込者からは、申込後、徴収することができる。

(１) 第８条第２項に規定する工事の設計審査・工事検査手数料（材料の確認を含む。）

ア 給水管口径２５ミリメートル以下の給水工事 １件につき２，５００円

イ 給水管口径２５ミリメートルを超え７５ミリメートル未満の給水工事 １件に

つき５，０００円

ウ 給水管口径７５ミリメートル以上の給水工事 １件につき７，０００円

(２) 第８条第１項に規定する市長が施行する工事の設計手数料 設計工事費の５パ

ーセントに相当する額

(３) 第８条第１項に規定する市長が施行する工事の監督手数料 設計工事費の５パ

ーセントに相当する額

(４) 第１５条の規定による給水の申込みに係る開栓手数料 １件につき ２，００

０円

(５) 給水装置工事の施行に際して道路占用申請が必要な場合の道路占用申請手数料

ア 国、県道 １件につき２，０００円

イ 市道 １件につき１，５００円
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ウ その他 １件につき１，０００円

(６) 法第３４条の２第２項に規定する定期検査の簡易専用水道検査手数料

１施設につき １３，０００円。ただし、建築物における衛生的環境の確保に関

する法律（昭和４５年法律第２０号）の適用がある簡易専用水道については２，０

００円

(７) 第８条第１項に規定する指定給水装置工事事業者の指定手数料 １件につき

２０，０００円

(８) 法第２５条の３の２第１項に規定する指定の更新をするとき １件につき１０，

０００円

（料金、手数料等の減免）

第３４条 市長は、公益上その他特別の理由があると認めたときは、この条例の規定に

より納付しなければならない料金、手数料その他の費用（以下「水道事業の債権」と

いう。）を減額し、又は免除することができる。

（債権の整理）

第３４条の２ 市長は、水道事業の債権（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２

３１条の３第３項に規定する歳入に係る水道事業の債権を除く。）について、次の各

号のいずれかに該当する場合においては、当該水道事業の債権及びこれに係る損害賠

償金等の全部又は一部が消滅したものとして整理することができる。

(１) 当該水道事業の債権について消滅時効が完成し、かつ、債務者がその援用をす

る見込みがあるとき。

(２) 当該水道事業の債権が少額で、取立てに要する費用に満たないとき。

(３) 破産法（平成１６年法律第７５号）第２５３条第１項、会社更生法（平成１４

年法律第１５４号）第２０４条第１項その他の法令の規定により債務者が当該水道

事業の債権についてその責任を免れたとき。

(４) 債務者が死亡、失踪、行方不明その他これに準ずる事情にあり、徴収の見込み

がないとき。

第６章 管理

（給水装置の検査等）

第３５条 市長は、水道の管理上必要があると認めたときは、給水装置を検査し、水道

使用者等に対し、適当な措置を指示し、又は自らこれをすることができる。

２ 前項に要する費用は、水道使用者又はその必要を生じさせた者の負担とする。
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（給水装置の基準違反に対する措置）

第３６条 市長は、水の供給を受ける者の給水装置の構造及び材質が、水道法施行令（昭

和３２年政令第３３６号）第６条に規定する給水装置の構造及び材質の基準に適合し

ていないときは、その者の給水契約の申込みを拒み、又はその者が給水装置をその基

準に適合させるまでの間、その者に対する給水を停止することができる。

２ 市長は、水の供給を受ける者の給水装置が、指定給水装置工事事業者の施行した給

水装置工事に係るものでないときは、その者の給水契約を拒み、又はその者に対する

給水を停止することができる。ただし、法第１６条の２第３項の厚生労働省令で定め

る給水装置の軽微な変更であるとき、又は当該給水装置の構造及び材質がその基準に

適合していることを確認したときは、この限りでない。

３ 前項ただし書の確認に要する費用は、その確認を受ける者の負担とする。

（給水の停止）

第３７条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、水道の使用者に対し、その

理由の継続する間、給水を停止することができる。

(１) 水道の使用者が、第６条の加入金、第７条の工事費、第２３条第２項の修繕費、

第２７条の料金又は第３３条の手数料を指定期間内に納入しないとき。

(２) 水道の使用者が、正当な理由がなくて、第２９条のメーターの検針又は第３５

条の検査を拒み、又は妨げたとき。

(３) 給水装置を汚染するおそれのある器物又は施設と連絡して使用する場合におい

て、警告を発しても、なお、これを改めないとき。

（給水装置の撤去義務及び切離し）

第３８条 給水装置の所有者その他給水装置について処分権限を有する者（以下「所有

者等」という。）は、当該給水装置を使用する見込みがなくなったときは、あらかじ

め市長に届け出て撤去しなければならない。

２ 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合で、水道の管理上必要があると認めた

ときは、給水装置を切り離すことができる。

(１) 給水装置所有者が６０日以上所在が不明で、かつ、給水装置の使用者がないと

き。

(２) 給水装置が使用中止の状態にあって、将来使用の見込みがないと認めたとき。

第７章 補則

（委任）
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第３９条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。

第８章 罰則

（過料）

第４０条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者に対し、５万円以下の過料に処す

ることができる。

(１) 第５条及び第８条の規定によらないで給水装置工事を行った者

(２) 正当な理由がなくて、第１９条のメーターの設置、第２９条のメーターの検針、

第３５条の検査又は第３７条の給水の停止を拒み、又は妨げた者

(３) 第２３条第１項の給水装置の管理義務を著しく怠った者

(４) 第２７条の料金又は第３３条の手数料の徴収を免れようとして、詐欺その他不

正行為をした者

（料金を免れた者に対する過料）

第４１条 市長は、詐欺その他不正の行為によって第２７条の料金又は第３３条の手数

料の徴収を免れた者に対し、徴収を免れた金額の５倍に相当する金額（当該５倍に相

当する金額が５万円を超えないときは、５万円とする。）以下の過料に処することが

できる。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成１６年１１月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）の前日までに、合併前の砺波市水

道事業給水条例（平成１０年砺波市条例第３号）又は庄川町給水条例（平成１０年庄

川町条例第１５号）（以下これらを「合併前の条例」という。）の規定によりなされ

た処分、手続その他の行為は、それぞれこの条例の相当規定によりなされたものとみ

なす。

３ 第２８条の規定は、平成１６年１２月１日以降にメーターの検針を行うものに係る

料金算定から適用し、同日前にメーターの検針を行うものに係る料金算定については、

合併前の条例の相当規定によるものとする。

４ 施行日の前日までにした行為に対する罰則の適用については、なお合併前の条例の

例による。

附 則（平成１９年３月２２日条例第１１号）
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（施行期日）

１ この条例は、平成１９年４月１日から施行する。ただし、第３４条の改正規定及び

第３４条の次に１条を加える改正規定は、公布の日から施行する。

（料金算定の適用区分）

２ この条例による改正後の砺波市水道事業給水条例第２８条の規定は、平成１９年６

月１日以降のメーターの検針を行うものに係る料金算定から適用し、同日前にメータ

ーの検針を行うものに係る料金算定については、改正前の砺波市水道事業給水条例第

２８条の規定によるものとする。

附 則（平成２１年３月２３日条例第１２号）

（施行期日）

１ この条例は、平成２１年４月１日から施行する。

（料金算定の適用区分）

２ この条例による改正後の砺波市水道事業給水条例第２８条の規定は、平成２１年６

月１日以降のメーターの検針を行うものに係る料金算定から適用し、同日前にメータ

ーの検針を行うものに係る料金算定については、改正前の砺波市水道事業給水条例第

２８条の規定によるものとする。

附 則（平成２１年９月１８日条例第２７号）

（施行期日）

１ この条例は、平成２２年４月１日から施行する。

（料金算定の適用区分）

２ この条例による改正後の砺波市水道事業給水条例第２８条及び第３０条の規定は、

平成２２年６月１日以降にメーターの検針を行うものに係る料金算定から適用し、同

日前にメーターの検針を行うものに係る料金算定については、なお従前の例による。

（経過措置）

３ 平成２２年度の水道料金（平成２２年６月１日から平成２３年５月３１日までにメ

ーターの検針を行うものに係る水道料金をいう。）の算定は、改正後の砺波市水道事

業給水条例第２８条の規定にかかわらず、次に掲げる区分により算定した合計額（１

円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てた額）とする。

(１) 専用給水装置

ア 合併前の砺波市の給水区域（合併前の砺波市全域、合併前の庄川町天正、筏、

五ケの一部、古上野、高儀新の一部、青島の一部及び庄の一部）
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種別 基本料金 水量料金（１立方メートルにつき）

水道メーター口径 料金

専用

給水

装置

１３ミリメートル １，０５０円１０立方メートルまでの分 ４７．２５円

１０立方メートルを超える分 １５１．２０円２０ミリメートル

２５ミリメートル ３，６７５円３０立方メートルまでの分 ４７．２５円

３０立方メートルを超える分 １５１．２０円

３０ミリメートル １０，５００

円

１００立方メートルまでの分 ４７．２５円

１００立方メートルを超える分 １５１．２０

円

４０ミリメートル ２１，５２５

円

２００立方メートルまでの分 ４７．２５円

２００立方メートルを超える分 １５１．２０

円

５０ミリメートル ５９，８５０

円

５００立方メートルまでの分 ４７．２５円

５００立方メートルを超える分 １５１．２０

円

７５ミリメートル １０７，６２

５円

１，０００立方メートルまでの分 ４７．２５

円

１，０００立方メートルを超える分 １５１．

２０円

１００ミリメートル ２１５，２５

０円

２，０００立方メートルまでの分 ４７．２５

円

２，０００立方メートルを超える分 １５１．

２０円

１５０ミリメートル ４３０，５０

０円

１０，０００立方メートルまでの分 ４７．２

５円

１０，０００立方メートルを超える分 １５

１．２０円

臨時用 ３，０４５円１０立方メートルまでの分 ４７．２５円

１０立方メートルを超える分 ３７８．００円
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イ 合併前の庄川町の給水区域（合併前の庄川町金屋、青島の一部、示野、庄の一

部、三谷、五ケの一部、高儀新の一部、湯山、湯谷、小牧、名ケ原、落シ及び前

山）

種別 基本料金 水量料金（１立方メートルにつき）

水道メーター口径 料金

専用

給水

装置

１３ミリメートル １，０５０円１０立方メートルまでの分 ４７．２５円

１０立方メートルを超える分 １０９．２０円２０ミリメートル

２５ミリメートル ３，６７５円３０立方メートルまでの分 ４７．２５円

３０立方メートルを超える分 １０９．２０円

３０ミリメートル １０，５００

円

１００立方メートルまでの分 ４７．２５円

１００立方メートルを超える分 １０９．２０

円

４０ミリメートル ２１，５２５

円

２００立方メートルまでの分 ４７．２５円

２００立方メートルを超える分 １０９．２０

円

５０ミリメートル ５９，８５０

円

５００立方メートルまでの分 ４７．２５円

５００立方メートルを超える分 １０９．２０

円

７５ミリメートル １０７，６２

５円

１，０００立方メートルまでの分 ４７．２５

円

１，０００立方メートルを超える分 １０９．

２０円

１００ミリメートル ２１５，２５

０円

３，０００立方メートルまでの分 ４７．２５

円

３，０００立方メートルを超える分 １０９．

２０円

１５０ミリメートル ４３０，５０

０円

７０，０００立方メートルまでの分 ４７．２

５円

７０，０００立方メートルを超える分 １０

９．２０円
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(２) 消火栓

火災の場合 無料

演習の場合 １栓１５分ごとに３，１５０円

４ 平成２３年度の水道料金（平成２３年６月１日から平成２４年５月３１日までにメ

ーターの検針を行うものに係る水道料金をいう。）の算定は、改正後の砺波市水道事

業給水条例第２８条の規定にかかわらず、次に掲げる区分により算定した合計額（１

円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てた額）とする。

(１) 専用給水装置

ア 合併前の砺波市の給水区域（合併前の砺波市全域、合併前の庄川町天正、筏、

五ケの一部、古上野、高儀新の一部、青島の一部及び庄の一部）

臨時用 ３，０４５円１０立方メートルまでの分 ４７．２５円

１０立方メートルを超える分 ３７８．００円

種別 基本料金 水量料金（１立方メートルにつき）

水道メーター口径 料金

専用

給水

装置

１３ミリメートル １，０５０円１０立方メートルまでの分 ４７．２５円

１０立方メートルを超える分 １４３．８５円２０ミリメートル

２５ミリメートル ３，６７５円３０立方メートルまでの分 ４７．２５円

３０立方メートルを超える分 １４３．８５円

３０ミリメートル １０，５００

円

１００立方メートルまでの分 ４７．２５円

１００立方メートルを超える分 １４３．８５

円

４０ミリメートル ２１，５２５

円

２００立方メートルまでの分 ４７．２５円

２００立方メートルを超える分 １４３．８５

円

５０ミリメートル ５９，８５０

円

５００立方メートルまでの分 ４７．２５円

５００立方メートルを超える分 １４３．８５

円

７５ミリメートル １０７，６２

５円

１，０００立方メートルまでの分 ４７．２５

円

１，０００立方メートルを超える分 １４３．
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イ 合併前の庄川町の給水区域（合併前の庄川町金屋、青島の一部、示野、庄の一

部、三谷、五ケの一部、高儀新の一部、湯山、湯谷、小牧、名ケ原、落シ及び前

山）

８５円

１００ミリメートル ２１５，２５

０円

２，０００立方メートルまでの分 ４７．２５

円

２，０００立方メートルを超える分 １４３．

８５円

１５０ミリメートル ４３０，５０

０円

３０，０００立方メートルまでの分 ４７．２

５円

３０，０００立方メートルを超える分 １４

３．８５円

臨時用 ３，０４５円１０立方メートルまでの分 ４７．２５円

１０立方メートルを超える分 ３７８．００円

種別 基本料金 水量料金（１立方メートルにつき）

水道メーター口径 料金

専用

給水

装置

１３ミリメートル １，０５０円１０立方メートルまでの分 ４７．２５円

１０立方メートルを超える分 １２２．８５円２０ミリメートル

２５ミリメートル ３，６７５円３０立方メートルまでの分 ４７．２５円

３０立方メートルを超える分 １２２．８５円

３０ミリメートル １０，５００

円

１００立方メートルまでの分 ４７．２５円

１００立方メートルを超える分 １２２．８５

円

４０ミリメートル ２１，５２５

円

２００立方メートルまでの分 ４７．２５円

２００立方メートルを超える分 １２２．８５

円

５０ミリメートル ５９，８５０

円

５００立方メートルまでの分 ４７．２５円

５００立方メートルを超える分 １２２．８５

円

７５ミリメートル １０７，６２１，０００立方メートルまでの分 ４７．２５
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(２) 消火栓

火災の場合 無料

演習の場合 １栓１５分ごとに３，１５０円

附 則（平成２４年６月２６日条例第２６号）

この条例は、公布の日から施行し、平成２４年６月１日以後にメーターの検針を行う

ものに係る料金算定から適用する。

附 則（平成２５年３月２６日条例第１６号）

この条例は、平成２５年４月１日から施行する。

附 則（平成２６年３月２０日条例第１８号）

（施行期日）

１ この条例は、平成２６年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例による改正後の砺波市水道事業給水条例の規定にかかわらず、この条例の

施行の日（以下「施行日」という。）前から継続している水道の使用で、施行日以後

初めて支払を受ける権利が確定される料金については、なお従前の例による。

附 則（令和元年１２月１９日条例第１８号）

この条例は、公布の日から施行する。

別表第１（第６条関係）

５円円

１，０００立方メートルを超える分 １２２．

８５円

１００ミリメートル ２１５，２５

０円

２，５００立方メートルまでの分 ４７．２５

円

２，５００立方メートルを超える分 １２２．

８５円

１５０ミリメートル ４３０，５０

０円

６０，０００立方メートルまでの分 ４７．２

５円

６０，０００立方メートルを超える分 １２

２．８５円

臨時用 ３，０４５円１０立方メートルまでの分 ４７．２５円

１０立方メートルを超える分 ３７８．００円
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別表第２（第２８条関係）

（１） 専用給水装置

水道メーター口径 加入金

１３ミリメートル １００，０００円

２０ミリメートル

２５ミリメートル ２００，０００円

３０ミリメートル ３００，０００円

４０ミリメートル ４５０，０００円

５０ミリメートル ７５０，０００円

７５ミリメートル １，０００，０００円

１００ミリメートル ２，０００，０００円

１５０ミリメートル ４，５００，０００円

種別 基本料金 水量料金（１立方メートルにつき）

水道メーター口径 料金

専用

給水

装置

１３ミリメートル １，０００円１０立方メートルまでの分 ４５．００円

１０立方メートルを超える分 １３０．００円２０ミリメートル

２５ミリメートル ３，５００円３０立方メートルまでの分 ４５．００円

３０立方メートルを超える分 １３０．００円

３０ミリメートル １０，０００

円

１００立方メートルまでの分 ４５．００円

１００立方メートルを超える分 １３０．００

円

４０ミリメートル ２０，５００

円

２００立方メートルまでの分 ４５．００円

２００立方メートルを超える分 １３０．００

円

５０ミリメートル ５７，０００

円

５００立方メートルまでの分 ４５．００円

５００立方メートルを超える分 １３０．００

円

７５ミリメートル １０２，５０

０円

１，０００立方メートルまでの分 ４５．００

円

１，０００立方メートルを超える分 １３０．
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（２） 消火栓

火災の場合 無料

演習の場合 １栓１５分ごとに３，０００円

００円

１００ミリメートル ２０５，００

０円

２，０００立方メートルまでの分 ４５．００

円

２，０００立方メートルを超える分 １３０．

００円

１５０ミリメートル ４１０，００

０円

９０，０００立方メートルまでの分 ４５．０

０円

９０，０００立方メートルを超える分 １３０．

００円

臨時用 ２，９００円１０立方メートルまでの分 ４５．００円

１０立方メートルを超える分 ３６０．００円


